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１．地域包括ケア・医療分野
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現状・課題と方針（策定時）

○地域包括ケアの要の１つである在宅医療について、これまで（H２３年度～）医師・ケアマネジャーなど多職種の顔
の見える関係会議を推進
○一方、現状では往診専門医や特定の医師に負担が集中しており、在宅医療提供体制が不十分

ワーキンググループでの検討事項（在宅医療分科会の意見を踏まえ整理）

在宅医療について往診専門医や特定の医師に負担が集中している現状から、まずは、診療所医師の在宅医療
に対する負担を軽減するバックアップ体制について議論する。

（１）訪問診療提供について診療所間のバックアップ体制
⇒診療所医師が在宅医療を行う上での負担（24時間往診体制、緩和ケア・在宅看取り対応など）
を軽減するための連携支援体制が組めないか （例）主治医副主治医制、輪番制、往診専門診療所との連携体制 など

（２）急性増悪等における病院のバックアップ体制
⇒急変時等に診療所医師が安心して病院側に患者を受け入れてもらえるよう、病院に事前に患者を登録する仕組みをルール
化するなど、スムーズに受入が可能となる体制が作れないか。

（３）専門医療機関によるバックアップ体制
⇒主治医の専門外の症状（褥瘡、認知症など）が発生した際に、専門医に相談・助言がもらえる相談支援体制が作れないか

（４）その他、地域の特性に応じた事項

○各福祉区で病院、診療所等で構成するワーキンググループを立ち上げ、具体の連携ルールを策定
○H３０年度は中区・南区西福祉区において議論
〇R1年度は東区、医療的ケア児における在宅医療・介護提供体制について議論

現状と課題

方針

各エリアの在宅医療提供体制における連携の全体イメージ

病院

急性期病院（エリア内・外）

容態に応じて

重症の急性増
悪患者バックアップ病院として、急性

増悪時に受け入れる

急性増悪時等の病院のバックアップ体制訪問診療提供のバックアップ体制

主治医（在宅医療への新規参入医師）

主治医

主治医

東大プログラム研修を受講し知見を得て、エリアのグループへ参加

主治医

それぞれがグループ（連携）医として
他の医師の不在時等のバックアップを担う。

在宅で専門科目の診療が必要な場合は専門医と連携する。

入
退
院

転
院

入
退
院

グループの連携に参加

患者の
事前登録

専門医

連携
（グループ・連携医）

（グループ・連携医） （グループ・連携医）
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医療的ケア児の医療提供体制整備の方向性

（１）退院時における病院・在宅の連携による在宅移行支援体制整備

（２）多職種の連携による在宅医療の提供体制整備

（３）在宅医療に関わる人材育成・確保

○在宅医療（看護含む）の導入判断と情報共有のためのツールの作成と活用
○在宅移行時に多職種チームを形成
○チームでのカンファレンス実施
○病院・診療所の役割分担の明確化・図式化

○入院中・退院後の病院と在宅との連携・連絡体制
○病院の緊急受入体制
○小児在宅医療資源が少ないエリアでの医療連携体制構築
○対応可能な医療内容等明記した診療所一覧作成

○診療所医師に対する小児在宅医療研修
○病院の在宅医療に対する理解向上研修

在宅医療・介護サービス提供体制のあり方検討・構築ＷＧ・モデル事業実施スケジュール

○各福祉区ごとにワーキンググループを立ち上げ、エリアにおける在宅医療・介護サービスの提供体
制を議論。モデル事業において具体的に実施・検証を行う。
○エリアの提供体制基本ルール（バックアップ体制）が確定したのち、バックアップ体制の利用拡大に
向けた支援を行う。
○増加が見込まれている在宅医療を必要とする医療的ケア児への対応についてワーキンググループ
及びモデル事業を行なっている。

在宅医療・介護サービス提供体制のあり方検討・構築ＷＧ・モデル事業実施スケジュール（案）

Ｈ３０ R１ R２ R３

中区

南区西

東区

北区中央

南区南

北区北

医療的ケア児

ＷＧ・モデル事業 バックアップ体制新規参入促進

ＷＧ・モデル事業 バックアップ体制新規参入促進

ＷＧ・モデル事業 バックアップ体制新規参入促進

ＷＧ・モデル事業 バックアップ体制新規参入促進

ＷＧ・モデル事業 バックアップ体制新規参入促進

ＷＧ・モデル事業

ＷＧ・モデル事業

バックアップ体制新規参入促進

バックアップ体制新規参入促進

（予定）

（予定）

（予定）
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岡山市における在宅医療提供体制の将来像

東大研修プログラムによる

研修を受講
在宅医

参入

①在宅医療提供体制を各エリアに構築し、在宅医の24時間365日の負担等を軽減するなど、在宅医療
への参入のハードルを下げる。
②在宅医療の基礎に加え、チームビルディング手法の習得や同行訪問による実地研修など、新たなプ
ログラムによる研修を行うことで、かかりつけ医の在宅 医療への参入を促す。

在宅医療提供体制

診療所連携
グループ

バックアップ
病院

多職種連携

バックアップ体制構築による
医師の負担軽減を周知し、

研修参加を促進

各エリアの提供体制
への参加をサポート

在
宅
医
師
増
加
の
好
循
環
を
実
現

各地区ＷＧ・モデル事業を経て

在宅医療提供体制の整備・発展
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２．包括的支援体制づくり
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岡山市の窓口・相談機関について

○⾏政区︓４区
⇒区役所

○福祉区︓６区
⇒保健センター、福祉事務所、

地域包括支援センター

○中学校区︓３６区
⇒一部地域包括支援センター

を設置（１０カ所）

○⼩学校区︓96区

○相談機関は各制度の圏域や各⾃治体の状況に応じて設置している。
○岡山市では福祉区を定め、福祉区毎に保健センター、福祉事務所、地域包括支援センターなどの相談
機関を設置している。

主な相談機関

項目 名称・設置数 主な業務内容

福祉全般 福祉事務所（６ヶ所）
生活保護、児童・ひとり親家庭・寡婦・高齢者・身体障害者・知的障害者福祉に関する
相談・援護、介護保険の認定・サービス利用に関する相談、後期高齢者医療保険、各
福祉医療制度申請の受付など

保健医療福祉全般
保健福祉ネットワーク総合相談窓口

（１ヶ所）
保健・医療・福祉に関する総合的な相談窓口

保健医療福祉介護 地域ケア総合推進センター（１ヶ所）
保健・医療・福祉介護サービスの総合的な相談・情報提供窓口、在宅医療・介護の推
進、地域包括支援センターの活動支援・認知症ケアの推進

保健・健康全般
保健所(1ヶ所）

保健センター（６ヶ所）
母子保健・健康増進・精神保健、難病、栄養、歯科保健、結核等感染症対策等に関す
る相談・支援など

精神保健福祉 こころの健康センター（１ヶ所）
精神保健福祉に関する相談、ひきこもり支援、精神障害者地域移行・地域定着支援、
依存症対策、自殺対策、児童・思春期精神保健対策など

高齢者
地域包括支援センター（６ヶ所）

分室（１０ヶ所）

介護サービス、介護予防・健康づくりの相談・支援、高齢者福祉、医療相談、要支援
者等のケアプラン作成、高齢者の権利擁護、保健・福祉・医療・介護などの関係者と
のネットワークづくりなど

生活困窮者
寄り添いサポートセンター（１ヶ所）

サテライト（２ヶ所）
就労支援、家計相談、住居確保給付金、無料職業紹介、各種貸付制度のご案内など

子ども
地域こども相談センター（６ヶ所）

こども総合相談所（１ヶ所）
子育て・親子関係の不安・悩み・心配、子どもの不登校、家庭内暴力、子どもの虐待
などの相談・支援など

発達障害 発達障害者支援センター（１ヶ所）
発達障害の日常生活に関わる相談、発達支援、就労支援、関係機関への支援、普及
啓発・研修など

市民生活全般

区役所（４ヶ所）
支所（４ヶ所）

地域センター（１３ヶ所）

市民窓口サービス、地域振興、保健・福祉・環境の相談、申請受付、交付、土木・農林
業務に関する相談（地域センターは取り次ぎ）など
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岡山市の総合相談支援体制づくりについて

○ 各相談機関は制度をベースとした専門性で⽀援を実施
⇒専門性をタテに専門外は手をつけず、押しつけ合い、
たらいまわしが発生する

○ 利⽤者目線ではない局所的なアセスメントが起きる
⇒相談機関は⾃分たちの所管のサービスのみを利⽤者に
提案することから、複数の相談機関が関わる場合、利⽤
者が何を優先すべきか判断できない、といったことが起き
る。

ワンストップ窓口を作るのではなく、様々な相談機関でこれまで培ってきた各分野の専門性をいかしながら、
それぞれの相談機関が連動する体制を作る。

考
え
方

どの相談機関に市⺠が相談しても、保健・福祉が連動したサービスを漏れなく提供する体制づくりを推進

方向性

○ Ｈ２７年度から在宅医療・介護連携拠点として地域ケア総合推進センターを設置（介護保険地域支援事業）
○ センターでは医療機関からの退院調整の相談を受付け、地域の在宅医療提供体制や福祉的課題等により退院が

困難なケースについて在宅移⾏を⽀援。
（医療機関からは⾝寄りがない、保険料が未納でサービスが受けれない、などで在宅に移⾏できないケースがある。）
⇒医療機関からの総合相談窓口として位置づけ

岡山市の特徴（強み）

○ 岡山市では中学校区、福祉区など様々な圏
域がある中で各相談機関が点在

○ 各相談機関は圏域をベースに⽀援を実施して
いる。
⇒制度によって圏域が異なる中、ワンストップ
窓口を作ることは困難

圏域 専門性

調整

【役割】調整困難ケースを関係機関からの受付
ケースの情報整理、関係機関等との連絡調整し会議準備

（４）＜複合課題解決アドバイザー会議を開催＞
【目的】＜複合課題ケース検討会＞で方針が決定できない場合の

困難ケースの対応方針決定、トータルケアプランについて
の助言・指導

【回数】必要に応じ随時開催
【参加者】複合課題解決アドバイザー、各相談機関の支援担当者

各相談機関の所管課、保健福祉企画総務課、相談支援包括化推進員

ケアマネジャー
地域包括支援センター

など

地域活動支援
センターⅠ型・

相談支援事業所など

保健センター

地域こども相談センター
など

福祉事務所
寄り添いサポート
センターなど

調整 調整
高齢者

随時
相談

【役割】 相談機関・庁内調整し役割分担の明確化を図る

岡山市保健福祉企画総務課
調整

（岡山市社会福祉協議会）
相談支援包括化推進員
（岡山市社会福祉協議会）

対象ケース対象ケース (2）「相談機関一覧」を作成して
役割を見える化した上で、
他機関からの相談を断らない
ことをルール化

(3)多機関協働事業
（厚労省モデル事業）

障害者 子育て
生活保護
生活困窮者

○連携先が確定しない ○担当以外の世帯の課題を見つけた
○適切な支援メニューが決まらない が、情報共有していない
○各相談機関の役割分担が決まらない ○複数サービスが入っているが組み合
○お互いの動きを知らない 合わせができていない

・ワンストップ窓口を作るのではなく、様々な相談機関でこれまで培ってきた各分野の専門性をいかしながら、それぞれの相談機関が連動する体制を推進。
・複数の制度に基づくサービスの組み合わせを調整することで、世帯にとって最適なサービスを提供する。

どの機関に相談があっても、市全体で受け止める相談体制

＜複合課題ケース検討会を開催＞
【目的】相談機関同士で情報共有し、世帯にとって

最適な支援（トータルケアプラン）を提供する
【回数】月１回（必要に応じ随時開催）
【参加者】各相談機関の支援担当者、各相談機関の所管課、

保健福祉企画総務課、相談支援包括化推進員

(1)「つなぐシー
ト」を導入し、世
帯全体の課題
把握と断らない
相談を義務化

多機関による連動した支援の実施（H３０年１０月から実施）

断らない相談の実現にむけて（岡山市総合相談支援体制づくり）※厚労省モデル事業

支援会議（生困法）に位置付けることで積極的な情報共有・連携を実施

調整困難な
場合

アドバイザー
派遣
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（表） （裏）

（１）つなぐシート（複合課題チェックシート）

【ポイント②】

異なる相談機関との情報共有をスムーズに行う
ため、本人署名（同意）欄を設ける

※同意がなくとも、ケース検討会・アドバイザー
会議を生活困窮者自立支援法の「支援会議」
に位置付けることで積極的な情報共有を実施

【ポイント①】

世帯全体の課題を漏れなく把握
するため、困りごとの有無を
チェックする欄を設ける

ver.2018.11.1

電話番号

主 副 （086）

★ 1 在宅医療に関すること（かかりつけ医の紹介、主に医療関係者からの相談） 地域ケア総合推進センター 石原 高木（洋） 北区北長瀬表町三丁目20-1 242-3170 -
平日　8：30～17：15
（詳細別紙）

2 医療に関する苦情、心配事の相談 保健所保健課医務係 敷田 - 北区鹿田町一丁目1-1　2F 803-1254 5217 平日　8：30～17：15

3 予防接種、感染症予防、エイズに関する相談 保健所保健課感染症対策係 山本 - 北区鹿田町一丁目1-1　2F 803-1262 5246 平日　8：30～17：15

4 難病に関する医療受給者証の申請に関する相談 健康づくり課特定疾病係 富岡 那須 北区鹿田町一丁目1-1　2F 803-1271 5238 平日　8：30～17：15

5
未熟児養育医療費・小児慢性特定疾病医療費・自立支援医療(育成医療)費
給付に関する相談

健康づくり課特定疾病係 富岡 那須 北区鹿田町一丁目1-1　2F 803-1271 5238 平日　8：30～17：15

★ 6 こころの健康(若年性認知症・アルコール関連問題)等についての相談 各保健センター <別紙> - <別紙> <別紙> - 平日　8：30～17：15

7 精神保健福祉に関する相談のうち、複雑又は困難なもの こころの健康センター 作野 木本 北区鹿田町一丁目1-1　4F 803-1274 5443、5444 平日　9：00～16：00

★ 8
高齢者の介護や保健・医療・福祉などに関する相談（認知症、虐待など含
む）

各地域包括支援センター <別紙> - <別紙> <別紙> - 平日　8：30～17：00

9 介護保険の申請 各福祉事務所 <別紙> - <別紙> <別紙> - 平日　8：30～17：15

10 介護保険サービスの利用に関すること 介護保険課 金安 小橋 北区鹿田町一丁目1-1　7F
803-1240
803-1241

5782 平日　8：30～17：15

★ 11
障害福祉サービスの利用に関する相談、障害者の創作活動や生産活動に
関する相談

地域活動支援センターⅠ型 <別紙> - <別紙> <別紙> - <別紙>

12 身体・知的障害に係る障害福祉サービス、障害者手帳の申請 各福祉事務所 <別紙> - <別紙> <別紙> - 平日　8：30～17：15

13 身体障害に係る専門的な相談（身体障害者手帳、補装具、更生医療） 障害者更生相談所 山本 - 北区鹿田町一丁目1-1　4F 803-1248 5421 平日　8：30～17:15

14 知的障害に係る専門的な相談（療育手帳） 障害者更生相談所 原 - 北区鹿田町一丁目1-1　4F 803-1247 5424 平日　8：30～17:15

15
精神障害者保健福祉手帳・自立支援医療(精神通院医療)の申請、精神障
害者の障害福祉サービス(介護給付・訓練等給付)・地域生活支援事業利用
の申請に関する相談

各保健センター <別紙> - <別紙> <別紙> - 平日　8：30～17：15

16 精神障害者の日常生活用具給付に関する相談 健康づくり課精神保健係 吉田 稲山 北区鹿田町一丁目1-1　2F 803-1267 5244 平日　8：30～17：15

17 難病患者の日常生活用具給付・障害福祉サービスの申請に関する相談 健康づくり課特定疾病係 富岡 那須 北区鹿田町一丁目1-1　2F 803-1271 5238 平日　8：30～17：15

18 精神保健福祉に関する相談のうち、複雑又は困難なもの こころの健康センター 作野 木本 北区鹿田町一丁目1-1　4F 803-1274 5443、5444 平日　9：00～16：00

19 発達障害に関する相談 発達障害者支援センター 金谷 佐々木 北区春日町5-6　1F 236-0051 - 平日　8：30～17：15

障害について

こころの問題（メンタル
ヘルス）について

相談機関一覧

機関名 受付時間

介護について

担当者名
内線所在地相談内容相談項目

病気・医療について

№

（２）相談機関一覧

【ポイント①】
分野ごとに相談機関を整理し、
役割を見える化

【ポイント②】

各分野において、つなぎ先が判断
できない場合の相談窓口を★印で
明確化

【ポイント③】
相談者を適切な相談機関に

確実につなげるため、各相談
機関の担当者名を明記
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（３）岡山市多機関協働事業について

○実施時期 平成３０年４⽉〜（１０⽉までは仕組みを内部で検討）
○実施方法 社会福祉法人 岡山市社会福祉協議会へ委託
○実施体制 相談⽀援包括化推進員 ３名

（１名︓社会福祉⼠兼精神保健福祉⼠ ２名︓社会福祉主事）

1. 各相談機関から得られる情報を整理し、世帯全体の課題を⾒える化
2. 複合課題ケース検討会、アドバイザー会議の準備と開催（相談機関との連絡調整や

トータルケアプランなどの資料作成など）
3. 適切な⽀援が導⼊されるまでモニタリングを⾏い、進捗管理

○ 市⺠からの直接の相談は受けず、相談機関からの相談を受け付ける
○ 個別ケースを直接支援するのではなく、相談機関を後方⽀援する位置づけ
○ 相談機関の役割分担が決まるまでは主体的に動くが、決まった後は相談機関がそれぞ

れケース管理を実施
○ 役割分担は主管課である保健福祉企画総務課が最終的に決定

相談⽀援包括化推進員の役割

ポイント

（４）複合課題解決アドバイザー

分野 所属 職 備考

医療

岡山市保健所 所長 医師

岡山市保健福祉局保健福祉部医療政策推進課
地域ケア総合推進センター

所長 保健師

高齢者福
祉

岡山市地域包括支援センター 総センター長 保健師

障害福祉

岡山市障害者自立支援協議会 会長
社会福祉士、(社福)岡山市手をつなぐ育成会
統括施設長

岡山市保健福祉局障害・生活福祉部 部長 元こども総合相談所長

保健 岡山市保健福祉局保健福祉部 保健政策担当部長 保健師

精神保健 岡山市保健福祉局保健所健康づくり課 精神保健担当課長 保健師

福祉サー
ビス・生
活保護

岡山市保健福祉局障害・生活福祉部 参事（北区中央福祉事務所長）

児童福祉

岡山っ子育成局子育て支援部
こども総合相談所

所長

岡山っ子育成局子育て支援部
こども福祉課

こども家庭支援係長 保健師

岡山市発達障害者支援センター 所長 保健師

生活困窮
岡山市社会福祉協議会生活支援・総合相談課
寄り添いサポートセンター担当室

室長 社会福祉士

○ 各分野における相談機関の⻑（センター⻑、会⻑など）を複合課題解決アドバイザーとして選任。
○ 複合課題解決アドバイザーは、困難ケースの対応方針の決定や、世帯のトータルケアプランについての助言・指導を

⾏う役割を担う。
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複合課題ケース検討会の様子（例）

地域包括支援センター
（母親支援）

居宅介護支援事業所
（母親支援）

相談支援包括化推進員
（ファシリテーター）

保健福祉企画総務課
（全体調整・役割分担）

地域こども相談センター
（こども支援）

中学校教師
（こども支援）民生・児童委員

（家庭全体支援）

健康づくり課統括保健師
（アドバイザー）

こころの健康センター
（こども支援）

保健センター（母親・こども支援、
全体管理）

福祉用具貸与事業所
（母親支援）

訪問看護ステーション（母
親支援）

訪問介護事業所
（母親支援）

〇関係機関２２名が参加。
〇それぞれの情報を持ち寄り、世帯全体の支援方針についてチームで検討

事業実績

○複合課題を抱える世帯に対して複数の相談機関が別々に介入し、互いの動きがわからなかったケースについて、⽀援者が一堂に会し、
新たな情報が得られたことで、世帯全体での支援方針が決まり、新たな支援に繋げることができた。

○相談機関への不信感により支援を数年間拒否していた世帯が、市と⺠間相談機関がチームで動くことで信頼関係を構築でき、新た
な⽀援に繋げることができた。

。

○ケース検討会を支援会議（生活困窮者⾃⽴支援法）に位置付け、個人情報の扱いを明確にしたことで、警察、検察、保護観察所、
住まい関係者などが積極的に会議に参加し、情報共有してもらえるようになり、市以外の関係機関とも複合課題を抱える世帯への支
援を協⼒して⾏っていく体制ができた。

事業の効果

これまでの実績

相談支援包括化推進員受付件数
134件

支援に繋がった件数 132/134件
支援に繋がった割合約99％
（2件は関係機関と日程調整中）

1．相談支援包括化推進員相談受付件数 42 件 65 件 27 件 134 件
①取扱ケース 18 件 38 件 22 件 78 件

つなぐシート活用件数 11 件 29 件 20 件 60 件
つなぐシート活用なし件数 7 件 9 件 2 件 18 件

②会議等開催 39 回 92 回 53 回 184 回
ケース会議開催回数 27 回 48 回 6 回 81 回
ケース会議事前打ち合わせ 10 回 41 回 47 回 98 回
アドバイザー会議 2 回 3 回 0 回 5 回

③問い合わせ・相談のみ 24 件 27 件 5 件 56 件

2．1のうち支援への繋がり状況
①支援に繋がった件数 132 件

ケース終結件数 10 件 26 件 3 件 39 件
モニタリング件数
（関係機関の役割分担決定後の経過観察中）

8 件 12 件 17 件 37 件

問い合わせ・相談のみ 24 件 27 件 5 件 56 件
②支援調整中の件数（関係機関との日程等調整中） 0 件 0 件 2 件

H30年度実績 R元年度実績 R2年度実績
＜総計＞

（H31.3.31時点）（R2.3.31時点） （R2.6.30時点）
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関係機関からの声

機関名 意見

地域包括支援センター

・今までは関係機関に電話相談することも大変だったが、会議後は関係機関への相談がしやすくなった。
・会議の中で主担当を決めることも必要だが、主担当だけにケースを任せるのではなく会議出席者の役
割分担を明確にし、連携できる体制を作ることが必要。
・会議を重ねるごとに連携や多くの行政機関に介入してもらえてよかった。現場を一度見てから会議を
進めた方が情報共有しやすいと感じた。

障害者相談支援事業所
・相談機関だけでは対応が難しい課題も、各専門家と連動することで課題への対応がすみやかだった。
また行政へのハードル（壁）がなくなり、相談しやすくなった。

精神科病院
・病院としては医療機関以外の関係者をコーディネートすることは負担が大きく、特に行政機関への相
談は敷居が高い。相談支援包括化推進員が入って会議の日程調整や支援方針、各機関の役割分担
を協議できるため、関係機関へ気軽に相談ができるようになった。

地域活動支援センターⅠ
型

・多子、多問題のある世帯で支援が滞っていたが、行政機関と民間相談支援事業所が一緒にチームを
組んで支援したことで、福祉サービスにつなげることができた。また行政関係と連携ができたことで行
政機関へ相談がしやすくなった。

地域こども相談センター
・制度によって担当支援機関からの支援が切れてしまい心配していたが、ケースの動きについて報告を
受けると関係機関が迅速に対応し、世帯の課題が少しづつ解決していることがわかり安心した。

健康づくり課
・関係機関を集めて今後の支援方針や各機関の役割分担を決めることは必要なことである。ただ、呼
ぶ機関が多くなればなるほど会議日程の調整が難しく、会議が遅くなるので、主要機関だけでも集め
て会議を開いた方が対応が早いと感じられる。

関係機関からは「行政（市）へのハードルが低くなり、相談しやすくなった。」「これまで滞っていた困難ケースをサービスに
つなげることができた」などの声をいただいている。
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３．生涯現役社会づくり
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○高齢者等に対して一人一人の状態に応
じた丁寧なマッチングを実施
○誰もが働きやすい職場づくりの実現
（企業理解の促進）

誰もが活躍できる生涯現役社会の実現

○介護が必要になっても特性や能力を
活かした就労・社会参加支援

⇒介護サービスの中での就労・社会参
加活動の提供

多様な人材の就労促進 介護保険 就労型サービスの創設

高齢者や課題を抱えた人など誰もが地域や社会で役割を持って活躍できる社会の実現

○令和2年度以降、SIBを活用した生涯
活躍就労支援事業と社会福祉協議会
ボランティアセンターおの連携により、
引き続き社会参加の促進とマッチング
を実施

ボランティア等社会参加の促進

○企業の人材不足
⇒有効求人倍率：全国1.10倍、岡山1.59倍（R2.5月時点）

○企業の高齢者、障害者の採用意欲は低調。
⇒採用意欲が「低い」または「非常に低い」：65～74歳で75%、75歳以
上で86%、障害者68% （H30岡山市アンケート）

○採用意欲が低い理由は「健康上の配慮」「どのような仕事
が任せられるかイメージできない」など。

○旧事業（生涯現役社会づくり事業：生涯現役応援センター）
では、高齢者の就労ニーズに対し約７割が活動に結びつ
いていなかった。

○岡山市では特区によるデイサービス改善インセンティブ事
業など状態改善の取組を推進。

○高齢者が自立を支援するためには、ただ介護をするだけ
ではなく高齢者の能力を生かしていくことが求められる。

○そういった中、利用者に対して独自に就労や社会参加の
取組を実施し、いきがいに繋げているデイサービス事業
所などがある。

例：事業所併設のパン屋で職員と一緒にパンを販売、畑や加工場に
移動して農作業や加工を実施

高齢者や障害者などの一般就労 要介護者のいきがいづくり

○働きやすい職場づくりのための企業理解の促進
○多様な人材に応じた最適なマッチング

○就労・社会参加を採り入れた新たな介護サービスの創出

現
状
と
課
題

方
針

SIBを活用した生涯活躍就労支援事業

背景

事業内容等 事業充実・事業間連携のイメージ

○事業目的
高齢者等誰もが地域や社会で役割を持って活躍できる“生涯現役社会”の
実現

○事業内容
民間就労支援機関、社会福祉協議会、ＮＰＯ等を通じて高齢者等の就労等
の支援を行う。
就労支援機関は、就労希望者の経歴や労働条件の調整等により就労に結
びつけ、社会福祉協議会やＮＰＯは、生活の立直し支援と就労支援をセットで
行う。
雇用先企業等に対しては、高齢者等の雇用に関する意識改革や労働条件
の見直しを求めていく。

○期待される効果
・働きやすい職場づくりのための企業理解の促進
・多様な人材に応じた最適なマッチング
・社協内での事業間連携の強化

○多様な人材の就労支援のためには、状態に応じたより丁寧なマッチング支援が必要。
○中小企業等の意識改革、高齢者をはじめとした多様な人材が就労できる職場環境の整備が必要。
〇生涯現役応援センター、寄り添いサポートとも一定程度の連携状況はあるものの、より明確な対象者像と連携ルールが必要。

課題

○人口減少と超高齢化の進展によって、地域活動の担い手や企業等における労働者が不足している。
○従来の「生涯現役応援センター」では、高齢者の就労ニーズに対して約７割が活動に結びついていなかった。
〇幅広い世代の生活困窮者に対する、日常生活自立、社会生活自立、就労自立を目指す「寄り添いサポート」センターを設置
している。高齢化の進展により、高齢者への自立相談支援ニーズが高まっている。

生涯現役応援センターと寄り添いサポートセンター、それぞれに
共通する課題として、就労支援があったが、新事業を始めることで、
高齢者部分から、徐々に就労支援を強化していく。

対象：高齢者

×就労支援

この部分を充実させていく必要がある。

生涯活躍就労支援事業

寄り添い
サポートセンター

生涯現役
応援センター

○社会参加支援
（ボランティア）

○自立支援

（住居の確保，生
活習慣の改善等）

△就労支援
（中間的就労を
含む）
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準備・実施の状況

【平成30年度】
・7月 中小企業の高齢者雇用に関する意識調査（アンケート）

を実施。
・3月 中小企業向けの高齢者雇用促進セミナーを実施。

【令和元年度】
・従来の生涯現役応援センター（社協）がボランティア活動の
希望者を中心にマッチング支援を実施（7月末までで事業終
了）。
・ 8月～ 生涯現役応援センターを引き継ぎ、新事業として事業

開始。社協が支援を継続。
・ 9月～ コンソーシアム（JFRA，社協，パソナ岡山，グロップ）内

で、新スキーム（事業運営ルール詳細や共通様式な
ど）を調整。

・10月～社協＋パソナ岡山＋グロップによる新体制・新スキー
ムによるマッチング支援を開始。

【令和2年度】
・4月～ 登録者と企業との交流事業などを通じて登録者を拡

大していく。

SIBを活用した生涯活躍就労支援事業

事業の狙い・意義

背景とイメージ 事業詳細

介護保険においては、高齢者の能力を活かし、自立を支援する制度が求められている。

そういった中、介護給付費分科会において「自立の概念については、身体的な状態の改善だけではなく活動・参加等も考慮に

入れる必要がある」とされており、高齢者の身体状態の改善だけでなく、就労等によって社会参加し、自らの能力を活かして活躍

する場を提供していかなければならない。

現在の介護保険制度には就労による高齢者の自立を促す仕組みが無いため、これを実現することを目的としている。

○現時点で、事業を構成する要素は主に以下の３つ
①市内事業所への普及啓発

事業趣旨を正しく理解した上で利用者に提供できるよう、説明会や
ワークショップにて、取組趣旨の説明、先進事例等を元にした実施
方法の検討、現実的な課題の抽出を行う。

②コーディネーターの配置
事業所と企業を結び付けるコーディネーターを配置し、地域全体と
して調整しながらの推進を目指す。

③厚生労働省・有識者等との協議
事業所・企業・行政が共通認識を持って就労等を推進出来るよう、
制度の改正、基準の明確化、金銭的支援の実現等に向けて、厚生
労働省等と協議していく。

○就労を希望する高齢者の需要に対し、供給は十分でない。
特に、要介護高齢者はお世話を受ける対象とされ、就労・社会
参加活動を行うことは想定されていない。
○高齢者の自立に向けた新たな選択肢として、高齢者に就労・
社会参加活動を提供できる事業所を創設する。

＜参考＞
老健事業による、就労・社会参加活動の調査研究に参加している
○平成30年度調査研究内容
・実態整理と、阻害要因の明確化 ・評価モデルの構築
・利用者に応じた社会参加のための研修プロトタイプ開発
○令和元年度調査研究内容
・入所施設を含めた事例調査 ・利用者にとっての効果
・事業所以外での就労等機会の社会的価値

在宅介護総合特区 高齢者の活躍推進事業
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４．地域づくり
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１.支え合いの地域づくりの実現に向けて

○○○○部 日付
課名生活支援体制整備事業

単⾝や夫婦のみの⾼齢者世帯、認知症の⾼齢者が増加する中、医療、介護サービスのみならず、多様な⽇常生活上の
支援体制の充実・強化が必要。
そのため、支え合いの地域づくりを進める地域ごとの会議体である地域支え合い推進会議（第2層協議体）を設置し、地

域住⺠と生活支援サービスを担う事業主体と連携し、支援体制や支え合い活動の創設・強化を図る。
また、活動を通じて⾼齢者の社会参加を促し、介護予防にもつなげる。
その実現に向けて、無理ない範囲で取り組みながら、その地域ならではの支え合いや助け合いを推進していく。

２.岡山市支え合い推進員の配置

〇地域支え合い推進会議（第２層協議体）設置状況
H27年度2か所→H28年度4か所→H29年度6か所→H30年度23か所→R１年度40か所（３⽉末時点）設置

３.地域支え合い推進会議（第２層協議体）の設置

支え合い推進員は、岡山市が定める活動区域（第1層と第2層）ごとに配置する。既存の取組・組織等も活⽤しながら、
資源開発、関係者のネットワーク化、地域の支援ニーズとサービス提供主体のマッチング等のコーディネート業務を実施するこ
とにより、地域における生活支援サービスの提供体制の整備に向けた取組を推進する。
【役割】
○生活支援の担い手の養成、サービスの開発等の資源開発・・・・ 岡山市支え合い推進員（第１層）

地域支え合い推進員（第２層）
○サービス提供主体等の関係者のネットワーク構築・・・・・・・・・・・・岡山市支え合い推進員（第１層）

地域支え合い推進員（第２層）
○地域の支援ニーズとサービス提供主体の活動のマッチング・・・・・・地域支え合い推進員（第２層）

【配置状況】
〇岡山市支え合い推進員（第１層） 福祉区 H27〜H28年度 １名配置

H29年度 ３名配置
H30年度〜 ６名配置

〇地域支え合い推進員（第２層） 中学校区 R2年度〜 14名配置

富山 （小地域ケア会議）
・福祉委員・援護委員による見守り活動

・生活支援サービス「とみやま助け合い隊」（草取り、ごみ出
し、付き添い等）

迫川 （小地域ケア会議）
・生活交通を考える会（ブンタク） 毎月開催
・地区資源（支え合い活動）の把握
・介護事業所を加えて、地域の困りごと情報の収集
・生活支援サービス「おせっかい」（草取り、ごみ出し等）

平井 （平井学区地域づくり会議）
＊認知症カフェ
・オレンジカフェひらい
・健康教室(認知症テーマ)を大学等と年２回協働開催

地域支え合い推進会議（協議体）の設置地区及び
支え合い活動を行っている地区（令和元年９月末）

地域支え合い推進会議（協議体）設置地区 主な支え合い活動

地域支え合い推進会議（第２層協議体）は、日常生活圏域（３６中学校区）に設置し、地縁組織等と協力して活動の創
出や運営を支援していく。
令和２年３月末現在、３１中学校区に、地域支え合い推進会議（第２層協議体）を設置済み。

また、小中学校区単位で地域づくりに携わる行政部署・関係機関が連携して支えるチームである地域づくり支援ネット
ワークでは、引き続き地域づくり戦術会議を定期的に開催しながら顔が見える関係づくりを継続していく。
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『⽀え合いの地域づくり』 地域の皆さんと一緒に取り組みます︕

地域づくりのサポートチーム

地域づくりの勉強会の開催・講師
の手配 担い手の養成やマッチングを⾏います︕

生活⽀援サポーター養成講座地区での勉強会

中
学
校
区
毎
に
チ
ー

ム
が
あ
り
ま
す
！

地
域
づ
く
り
の
た
め
に
、
こ
の

機
関
は
つ
な
が
っ
て
い
ま
す
。

ど
こ
の
窓
口
か
ら
で
も

お
気
軽
に
お
声
か
け
く
だ
さ
い
。

『岡山市⽀え合い推進員（第１層）』

各福祉区に1人います!地域づくりの専門職！

• 保健福祉の上位計画である地域共⽣社会推進計画と公⺠館基本⽅針において、それぞれ
連携を位置づけ、地域づくりを推進。

• 関係課・関係機関との連携会議を⾏うとともに、⼩・中学校地区レベルでは、公⺠館職
員、保健福祉関係職員で構成する地域づくり⽀援ネットワークを⽴ち上げ、情報共有や
今後の進め方を協議。（概ね１ヵ月に１回開催）

• 支え合い推進員や公⺠館等が⼀体的に動いていることを地域住⺠に伝え、地域住⺠の困
り事相談や社会参加の場の創出を協働で実施。

取組の概要

取組の成果

取組における工夫・ポイント

公民館と連携した高齢者の健康寿命延伸や地域支え合いの推進

• 岡⼭市では公⺠館がESD（持続可能な開発のための教育）や市⺠と協働した取組を推進
し、地域づくりの拠点の⼀つとして重要な役割を担うとともに、公⺠館職員は様々な団
体と連携しながら、地域課題解決のための学びや地域づくりを⽀援。

• このため、支え合い推進員が活動するにあたって、公⺠館をはじめとした関係課・関係
機関の協議の場を全庁、地域単位でそれぞれ設け、これまでのノウハウや地域での人脈
等を結集し、協働しながら戦略的に地域づくりを推進。

１．計画レベルの連携（計画での位置付け）

実施体制

公⺠館職員と支え合い推進員(⽣活支援コーディネーター)が連携し、地域支え合い活動を協働でコーディネート

地域共生社会推進計画
（地域福祉計画）

【保健福祉の上位計画】

公⺠館基本方針
【2030年に向けた公⺠

館の基本方針】連携

２．関係課・機関の長と担当者との連携会議

支え合い
推進員

生活困窮

都市整備都市整備
（交通政策等）

政策担当⾼齢

保健

市⺠協働
危機管理

生涯学習生涯学習
（公⺠館）

こども

３．現場レベルの連携（地域づくり支援ネットワークと公民館連携）

岡⼭市公⺠館

支え合い支え合い
推進員

保健
センター

地域包括
支援センター

公⺠館
職員

介護予防
センター

連携

【地域づくり戦術会議】
情報共有、進め方の協議等を定期的（1〜2
か⽉）に１回開催

・地域住⺠の拠点
・研修・講座の開催
・サロン等への活⽤

• 支え合い推進員や公⺠館職員等が連携して地域づくりを⾏うことで、地域の困りごと解
消や参加する⾼齢者の健康寿命延伸、孤⽴化防⽌に繋がるとともに、地域の持続可能性
が高まり、SDGｓの達成にも寄与。

【地域を⽀え合う協議体、チーム大元の結成】

⾏政が一本化し
ており、本気度
を感じた。住⺠
もできることを
していきたい。⽀援例︓ゴミ出し、パソコンの設置・操作、草取

り、病院等への付き添い等

【とみやま助け合い隊の結成】
公⺠館、支え合い推進員等がチームで地域のキーパー
ソンとの関係づくりを⾏うことで、地域住⺠が主体的
に⽀え合いを考える協議体を設置

公⺠館職員、支え合い推進員、地域住⺠等が参加す
る「⼩地域ケア会議」で地域ニーズを整理したこと
をきっかけに、地域住⺠が困りごと支援をする「と
みやま助け合い隊」を結成。
公⺠館職員が後方支援しながら、地域住⺠が公⺠館
でサポーター研修を開催し、担い手を育成。

R.1．10
自治体優良事例として
厚生労働省提出
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５．多様な主体の地域づくりへの参画

18



社会福祉法人の地域課題解決活動創出支援

○東区において第１回開催済（３月）
○東区第２回を年度内に実施予定

○東区を中心に計13施設を訪問。ヒアリングし、活動支援。
（北区中央３件、北区北２件、中区３件、東区５件）
○うち、具体的な活動に向けて動き出した施設 ２件
【具体例】
・災害時の要配慮者向けタイムラインを町内会等と連携しながら施設
が主体的に作成中

ネットワーク化支援（福祉区単位）個別支援

進
捗

何らかの活動を行っている法人も多い
が、地域とのつながりが薄いため、参
加者が少なく、固定化している。

課
題

令
和
元
年
度

1. 施設基礎情報シートの作成【各施設作成、社協とりまとめ】
2. ⇒実施している地域活動、提供可能なスペース、法人のやる気度等を市内全施設調査
3. シートを元に地域に施設活動をＰＲし、施設の場所貸しなど、地域と施設のマッチング実施【社協】

活動を検討しているが、具体化する
にあたってのノウハウ・情報がない。

活動の周知

小規模法人で活動を行うにはマンパ
ワー不足

具体化するノウハウ・情報がない マンパワー不足

９月１１日に全体交流会（社協主催）をキックオフし、活動創出に向けて本格的な支援開始

令
和
２
年
度

○社会福祉協議会の地域支え合い推進員が、各福祉区でネットワーク会議を立ち上げ予定
併せて、意欲のある施設を個別訪問し、伴走型支援を実施し、地域活動を創出

多分野協働による地域課題解決活動創出支援

○ 災害時での要配慮者への迅速な支援、１人暮らし高齢者、親亡き後の障害者等への支援には町内会・民生委員等による地域
での支え合い（互助）が不可欠

○ しかし、高齢化による担い手不足等により地域活動は活性化していない。
○ 岡山市でも人口減少を迎える中、地域での孤立がますます加速する恐れがある。

現状

問
題

若者が少ない。
一方、町内会や福祉以外の分野（環
境やまちづくりなど）では若者も活動
に参画

組織が固定化。
地域ではこれまで関わりのない団体

の参画がなかなか進まない。
町内会：見知らぬ団体は入れたくない
民間団体：町内会はハードルが高い など

活動の固定化。
表彰や事例発表会はあるが、他分野
の団体と密に交流できる場がなく、情
報が得られず活動固定化。

事業概要

○ 環境、福祉、まちづくり、ＥＳＤなど様々な分野の活動団体を集め交流するプラットフォームを作り、異なる分野の活動の連携を
促すことで、地域課題解決活動の創出に繋げる。
【異なる分野の連携の例】
・川の掃除に発達障害者も参加する。（環境・福祉）
・農業支援に若者が参加し、出会いの場となる（経済、社会）

（市民協働局・保健福祉局・教育委員会協働事業）

具体的な内容 【H31年度～R元年度】※モデル的に運用

【子ども（１団体）】よつばの会
【福 祉（７団体）】岡山市社会福祉協議会、社会福祉法人あすなろ福祉会、社会福祉法人報恩積

善会、 NPOはるそら、 NPO法人杜の家、株式会社えくぼ、なかまちーず
【就 労（４団体）】就労移行支援センターフリーデザイン岡山、NPOワーカーズコープ、㈱ベネッセ

ビジネスメイト、株式会社イケル
【商店街振興（１団体）】 おかやま未来まちづくり㈱

27団体

第１回交流会（H31.3.19開催）

顔合わせ
第２回交流会（R元.8.2開催）

興味がある団体同士の交流深化
第３回交流会（R2.３月頃）：延期
報告会

交流会参加団体
【地 域（６団体）】岡南公民館、岡輝公民館、東公民館あかれんがクラブ、大井地

区連合町内会、三門学区地域のみんなでつながり隊、平井
学区地域づくり会議

【環 境（２団体）】㈱コンケン、NPOタブララサ
【E S D（２団体）】岡山市京山地区ESD推進協議会、岡山ユニセフ協会
【 食 （３団体）】NPO日本モトショク、岡輝みんな食堂、DAGASHIで世界を笑顔

にする会
【教 育（１団体）】岡山市立後楽館高校
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第１回交流会
顔合わせ

第２回交流会
興味がある団体同士の
交流深化

モデル活動（コラボ企画）の実現に向
けたプロジェクトチームの立上げ

市民協働推進モデル事業補助金

区づくり推進事業補助金

福祉財団の補助金 など

※ニーズや取組応じて市職員がコーディネート

【令和２年度】※団体を拡大して実施

②財政⽀援
（必要に応じて既存のメニューにつなげる）

①
マ
ッ
チ
ン
グ
⽀
援
な
ど

マッチングの可能性がある団体

事務局
市⺠協働局（市⺠協働企画総務課、ESD推進課）
保健福祉局（保健福祉企画総務課、福祉援護課、地域包括ケア推進課、障害福祉課）
教育委員会（生涯学習課公⺠館振興室）

WGによる
支援

福祉 地域

第３回交流会
報告会

財政支援メニュー

※必要に応じて追加

社協
WG

市職員
公民館

事業
具体化

交
流
会

個
別
支
援

効果

人口減少下でも人と人とが繋がり、ふれあう持続可能な社会の構築（地域におけるＳＤＧｓの達成）

ＥＳＤプロジェクト活動支援補助金

財政支援が必要ない場合

財政支援が
必要
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岡山市地域共生社会推進計画
工程表（取組実績）

令和２年８月５日

岡山市保健福祉局

2
1



施策名 工程表記載事項 取組実績

１ 全分野で実
行力のある地
域包括ケアシ
ステムを構築

する

【２０１８年度】

市民一人ひとりの生活や健康状態などから保健・医療・福祉ニーズの把握
手法の検討
【２０１９～２０年度】
ニーズの把握をするための必要な施策を実施

・平成30年度に市内在住の75歳以上高齢者の一部へ、健康リスクや地域
課題を把握するためのアンケート調査を実施。

【地域包括ケア推進課】

【２０１８年度】

地域包括支援センター、寄り添いサポートセンターなど相談機関へ円滑に
情報共有する仕組みの検討
【２０１９～２０年度】
円滑な情報共有の仕組みづくりに必要な施策を実施

・これまで、市関係各課に個別に問い合わせを行っていた、総合相談業務
等に必要な情報について、地域包括支援センター内に情報連携できる仕
組みの構築を検討中。【地域包括ケア推進課】

【２０１８年度】
・病院から在宅への移行を支援する中核機関を明確化

・在宅医療・介護、福祉サービスなどが提供されるまでの流れや関係機関
との役割分担などのルール整備

・市民と専門職に対して在宅が提供されるまでの流れや在宅での暮らしに
関するリーフレットの作成
【２０１９～２０年度】
・中核機関や関係機関においてそれぞれの役割に応じた取組を実施

・病院から在宅への移行を支援する中核機関として地域ケア総合推進セン
ターを位置付け、地域の在宅提供体制や福祉的課題等により退院が困難
ケースについて在宅移行を支援。

・市内病院、医師会等に対し地域の在宅医療・介護・提供体制の在り方に
ついてアンケートやヒアリングを実施するとともに、在宅医療分科会におい
ても意見聴取し、「病院の入退院における多職種連携ルール」を平成30年
度に作成。【医療政策推進課】

【２０１８年度】

・地域特性に応じた退院から看取りまでの在宅医療提供体制を関係者で
検討
【２０１９～２０年度】
・地域特性に応じた退院から看取りまでの在宅医療を推進する施策を実施

・令和元年度までに、中区・南区西・東区福祉区及び医療的ケア児につい
て診療所医師および病院医師で構成するワーキンググループを立ち上げ、
在宅医療提供の負担を軽減するバックアップ体制等について、基本ルー
ルを策定した。

・今後は、ワーキンググループを立ち上げていない福祉区において、在宅
医療・介護提供体制の構築を行う。
【医療政策推進課】

【２０１８年度】

・在宅医療を必要としている医療的ケア児、難病や認知症の患者などへの
地域におけるサービス提供のあり方等を検討
【２０１９～２０年度】

・医療的ケア児、難病や認知症の患者などが在宅で生活できるよう、必要
な施策を実施
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施策名 工程表記載事項 取組実績

２ 市の関係
課・相談機関
の相互連動に
より支援まで
の流れをつく

る

【２０１８～２０２０年度】
相談支援包括化推進員の配置

・Ｒ２年４月から社会福祉協議会に配置していた相談支援包括化推進員を
２名から３名に増員。【保健福祉企画総務課】

【２０１８年度】
相談機関一覧表の作成

・H３０年１０月に相談機関一覧表を作成し、相談機関、窓口、民生委員に
配布。市ホームページにも掲載し周知。【保健福祉企画総務課】

【２０１８年度上半期】
相談機関現状把握ヒアリングの実施
【２０１８年度下半期～２０１９年度】

総合的な相談支援体制の運用に向けた役割分担の見直し・連携ルールづ
くり
【２０２０年度以降】
・ケース検討を通じ、役割分担の見直し・連携ルールづくり

・地域住民が抱えるニーズや地域に不足する資源の把握を通じ、必要な
制度改正や事業の実施

ワーキンググループを設置し、具体的な動き方や相談機関の連動ルール
について議論。主担当を決めるのではなく、役割分担を明確化することと
し、関係する相談機関が定期的に情報共有をしながら、世帯のケース管
理を行う。【保健福祉企画総務課】

【２０１８年度上半期】
複合課題ケース検討会準備
【２０１８年度下半期～２０２０年度以降】
複合課題ケース検討会開催

・具体の事例の解決策の検討、各相談機関の具体的な連携方法の検討、
地域住民が抱えるニーズの把握、地域に不足する資源の把握

・Ｈ３０年１０月から総合相談体制づくりとして複合課題アドバイザー、複合
課題ケース検討会を設置。

・「地域共生社会の実現」を趣旨とした制度の狭間の支援を行う福祉助成
金制度を福祉財団が実施。
【保健福祉企画総務課】

【２０１８年度～２０２０年度以降】
各相談機関における研修会やケース検討会の実施

・総合相談支援体制の浸透を図るため、保健福祉局・岡山っ子育成局の
全職員向けに地域共生社会研修を実施。

・Ｒ元年度に厚生労働省と協働で相談機関主管課、相談機関向け研修を
実施【保健福祉企画総務課】

【２０１８年度上半期】

・成年後見制度等の利用促進に向け、司法関係者など関係団体へのヒア
リング
【２０１８年度下半期～２０１９年度】
・関係団体と協議・検討
【２０２０年度以降】
・成年後見制度等の利用促進に向け、必要な施策を実施

・R2年度、成年後見制度が必要な人の利用を促進するための中核的な支

援機関を設置。市民への相談支援、権利擁護を必要とする方への支援検
討・受任調整、及び、後見人支援を行っている。【福祉援護課】
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施策名 工程表記載事項 取組実績

３ 誰もが生涯
現役で活躍で
きる社会をつく

る

【２０１８年度～２０２０年度以降】

生涯現役応援センター、ボランティアセンターなどで社会参加の促進と地
域とのマッチングの実施

・生涯現役応援センターは、令和元年８月からSIBの手法を用い、就労支援

に重点をおいた「生涯かつやく支援センター」に再編。丁寧なマッチング支
援を行うとともに、企業等に対して、高齢者等の雇用促進を働きかけた。

・２０２０（令和２）年度から、生活支援体制整備事業での一元的な実施に向
けて、生活・介護支援サポーター養成講座の組み換えを実施。【地域包括
ケア推進課】

【２０１８年度】

学生や退職前の世代などが地域活動に積極的に参加できる仕組みの検
討
【２０１９年度以降】

学生や退職前の世代などが地域活動に積極的に参加するための必要な
施策の実施

・課題共有ワークショップ（若者）×ESD学生インターンシップ報告会に大学
生が参加し、取組について討論。

・つながる協働ひろばの「ユースチャレンジ」のコーナーで若者の活動を紹
介。【市民協働企画総務課】

【２０１８年度】

高齢者、生活困窮者、若年性認知症の人などの就労の促進に向け、労働
局が主催する合同企業説明会に参加。
【２０１９年度以降】

高齢者、生活困窮者、若年性認知症の人などの就労の促進に向け、上記
に加え、２０１９年度から、岡山市事業単独の企業説明会を実施予定。

・「ＳＩＢを活用した生涯活躍就労支援事業」については、令和元年７月から
９月にかけて、コンソーシアム（企業共同体）を構築し、９月から１０月にか
けて、事業の本格実施に向けたルールづくり等の準備を実施した。【地域
包括ケア推進課】

【２０１８年度～２０２０年度以降】
障害者の就労支援の実施

・就職面接会、就労支援機関と企業の交流事業、企業経営者団体との懇
談会、企業向けセミナーなどを実施。【障害福祉課】

【２０１８年度～２０２０年度以降】

生活困窮世帯などの子どもへの学習支援など、困難を抱える世帯の子ど
もへの切れ目ない支援の実施

・高校進学後の中退防止や高校中退者等への生活・就業等に関する相談
支援など、高校生世代に向けた支援を充実。

・岡山っ子育成局と連携し、市民協働の仕組みを活用したモデル事業を実
施【生活保護・自立支援課】
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施策名 工程表記載事項 取組実績

４ 地域が動
きやすい仕組

みをつくる

【２０１８年度～２０２０年度以降】
地域支え合い推進員の配置

・２０１８年度から岡山市支え合い推進員（第1層）を各福祉区に1人（計6人）
配置。地域支え合い推進会議（第2層協議体）の設置を推進。
・２０２０年度から地域支え合い推進員（第2層）を中学校区をベースに14人
配置。【地域包括ケア推進課】

【２０１８年度】
地域が動きやすい仕組みづくりの検討
【２０１９年度以降】
地域が動きやすい仕組みづくりを推進するため、必要な施策を実施

・地域支え合い推進会議（第2層協議体）において、地域の状況に応じた支

援を実施。迫川地区や富山地区では、生活支援サービス（草取り、ごみ出
し、付き添い等）を開始。【地域包括ケア推進課】

【２０１８年度～２０２０年度以降】
ESD・市民協働推進センターや公民館などの協働のコーディネート機能を強
化し、地域における社会課題解決に取り組む活動を促進

・公民館職員を対象とした「公民館基本方針研修」を開催。

・解決を図りたいテーマを募集し、１つのテーマについて課題解決のための
ワークショップを開催。【市民協働企画総務課、公民館振興室】

【２０１８年度～２０２０年度以降】

生涯現役応援センター、ボランティアセンターなどで社会参加の促進と地域
とのマッチングの実施（再掲）

・生涯現役応援センター（2019年度8月から生涯かつやく支援センター）を
PRするチラシを作成し、ふれあい公社や公民館等の関係機関に配布。
２０２０年４月からホームページを公開。
・２０２０（令和2）年度から、生活支援体制整備事業での一元的な実施に向

けて、生活・介護支援サポーター養成講座の組み換えを実施。【地域包括
ケア推進課】

【２０１８年度】

学生や退職前の世代などが地域活動に積極的に参加できる仕組みの検
討（再掲）
【２０１９年度以降】

学生や退職前の世代などが地域活動に積極的に参加するための必要な
施策の実施(再掲）

・2018年度市内大学等へ地域社会につながるインターンシップの取組など
のヒアリングを実施。
・若者を対象としたワークショップを実施。

・つながる協働ひろばの「ユースチャレンジ」のコーナーで若者の活動を紹
介。（再掲）【市民協働企画総務課】

【２０１８年度】

公民館やふれあいセンターなどで開催している各種講座と地域とのマッチ
ングなどの仕組みの検討
【２０１９年度以降】

公民館やふれあいセンターなどで開催している各種講座と地域とのマッチ
ングなどを実施

２０１９（令和元）年度から、生活・介護支援サポーター養成講座の会場を、
ふれあいセンターから公民館に変更して実施。

・生活・介護支援サポーター養成講座修了生を対象に、地域活動の具体的
な実践例の紹介や活動者と交流するなど、フォローアップ講座を実施。【地
域包括ケア推進課】
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施策名 工程表記載事項 取組実績

５ 社会福祉
法人やNPO法

人、民間企業
等の地域づく
りの参画を促

進する

【２０１８年度】

社会福祉法人や民間企業等の地域づくり参画促進に向け、関係者で協
議
【２０１９年度以降】

社会福祉法人や民間企業等の地域づくり参画促進に向け、必要な施策
の実施

・市に関係課で構成する「地域課題解決活動支援チーム」を設置。

・社会福祉協議会との共催で、市内の社会福祉法人が一堂に会する
フォーラムを実施し、地域課題解決活動の創出に向けて本格稼働【保
健福祉企画総務課】

【２０１８年度】
NPO法人のできることリストの作成、企業等の地域貢献活動等の調査
【２０１９年度以降】
NPO法人や企業等と地域とのマッチング促進、コミュニティビジネス創出
支援

・ＮＰＯ法人の得意分野を見える化した「できることリスト」をつながる協
働ひろばに掲載し、地域の社会課題とのマッチングを推進。

・企業、ＮＰＯ等が参加するワークショップを実施。【市民協働企画総務
課】

【２０１８年度～２０２０年度以降】
クラウドファンディングやSIB（ソーシャルインパクトボンド）など新たな資
金を活用した事業の実施
※SIBとは、行政が成果報酬型の委託事業を実施し、その事業に対して
民間からの調達を行うもの

・「地域共生社会の実現」を趣旨とした制度の狭間の支援を行う福祉助
成金制度を福祉財団が実施。
【保健福祉企画総務課】

【２０１９年度以降】
新たな資金を活用した新事業の実施
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現状値

28年度末 R1年度末

1
地
域
包
括
ケ
ア

1

地域ケア総合
推進センター
における退院
支援件数

35 46

・病院から在宅への移行を支援する中核機関とし
て地域ケア総合推進センターを位置付け、地域の
在宅提供体制や福祉的課題等により退院が困難
ケースについて在宅移行を支援。
・市内病院、医師会等に対し地域の在宅医療・介
護・提供体制の在り方についてアンケートやヒアリ
ングを実施するとともに、在宅医療分科会におい
ても意見聴取し、「病院の入退院における多職種
連携ルール」を平成30年度に作成。

医療政策推
進課

1
地
域
包
括
ケ
ア

2

自宅死亡者数
の割合（人口
動態調査数
値）

13

（現時点の
最新値

平成30年
度

岡山市
12.7パーセ

ント)

・令和元年度までに、中区・南区西・東区福祉区及
び医療的ケア児について診療所医師および病院
医師で構成するワーキンググループを立ち上げ、
在宅医療提供の負担を軽減するバックアップ体制
等について、基本ルールを策定した。
・今後は、ワーキンググループを立ち上げていない
福祉区において、在宅医療・介護提供体制の構築
を行う。

医療政策推
進課

1
地
域
包
括
ケ
ア

3
在宅療養患者
数（NDBレセ
プト件数）

53,278

現時点の
最新値

56,582
（H29年度）

診療所の在宅医療参入の促進のため、在宅医療・
介護提供体制の構築を行っている。また、本人の
意思を確認するためにACPの普及にも取り組ん
でいる。

医療政策推
進課

２
総
合
相
談
支
援
体
制

4
複合課題が円
滑に解決でき
たケース件数

－ 107

障害・貧困・子育てなど複合的な課題を抱えてい
るケースについては、社会福祉協議会に配置して
いる相談支援包括化推進員が各分野の専門家で
あるアドバイザーを招集し、複合課題ケース検討
会を開催し、適切な支援に繋げている。
令和２年度から相談支援包括化推進員を２名から
３名に増員。

保健福祉企
画総務課

２
総
合
相
談
支
援
体
制

5

「関係機関と
の密な連携が
とれている」と
感じる相談機
関の割合

－ 48%
各相談機関の連携状況について、相談機関に対し
て密な連携がとれているかのアンケート調査を実
施。

保健福祉企
画総務課

２
総
合
相
談
支
援
体
制

6

解決に至らな
かった複合課
題ケースの検
証件数

ー 0
相談支援包括化推進員が受け付けた相談につい
ては、全て各担当部署に繋げている。

保健福祉企
画総務課

取組実績 担当課
施
策

№
成果指標名

(単位）

実績

27



 
現状値

28年度末 R1年度末
取組実績 担当課

施
策

№
成果指標名

(単位）

実績

３
生
涯
現
役

7

生涯現役応援
センターから
地域への活動
に繋がった人
数

160 98

  生涯現役応援センターは、令和元年８月から
SIBの手法を用い、就労支援に重点をおいた「生
涯かつやく支援センター」に再編された。
・令和元年７月までは、高齢者の社会参加につな
がるよう、地域の定例会などに出向き、PＲを実施
し、より幅広い人材を新規登録者として獲得。既
存の登録者に対しても、丁寧なマッチング支援を
実施。

地域包括ケ
ア推進課

３
生
涯
現
役

8

就労支援によ
り就労に繋
がった人数（ケ
ア課分）

40 35

 令和元年８月に開設した「生涯かつやく支援セン
ター」は、SIBの手法を用いて、より就労支援に重
点を置いたマッチング支援を実施。令和元年中
は、令和２年からの本格実施に向けた試行期間と
してコンソーシアム内の調整を行った。

地域包括ケ
ア推進課

３
生
涯
現
役

8

就労支援によ
り就労に繋
がった人数
（自立支援課）
（寄り添いサ
ポートセン
ター支援分）

92 110

寄り添いサポートセンターでは相談者に応じた課
題解決のためのプランを作成する寄り添い型の支
援を実施。複数ある就労支援のメニューを組み合
わせ、オーダーメイドのプランを作成。相談者の個
性を活かせる企業開拓を行うなど、丁寧なマッチ
ングを行っている。就労開始後は定着支援などを
行い、生活が安定するまで支援を実施。

生活保護・
自立支援課

３
生
涯
現
役

9
就労支援協力
企業数（ケア
課）

0 260

 令和元年９月に、コンソーシアム（JFRA,社会福祉
協議会、パソナ岡山、グロップ）による新体制を整
え、１０月から支援機関３社による企業開拓を開
始。

地域包括ケ
ア推進課

３
生
涯
現
役

9
就労支援協力
企業数（自立
支援課）

2 13
H29年度：9事業所を認定
H30年度：2事業所を認定

生活保護・
自立支援課

4
地
域
づ
く
り

10

見守り活動や
地域での居場
所づくりなど
を実施してい
る地区数

6 40

岡山市支え合い推進員を各福祉区に1人（計6人）
配置したことで、地域支え合い推進会議（第２層協
議体）の設置が推進。設置後は、地域の状況に応じ
た支援を実施。

地域包括ケ
ア推進課

28
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現状値

28年度末 R1年度末
取組実績 担当課

施
策

№
成果指標名

(単位）

実績

５
　
社
福
・
企
業
等
の

参
画
促
進

11
地域づくり活
動に参画する
法人・企業数

0 右記参照

地域団体の交流会に参加した団体数　２７団体
地域団体の交流会をきっかけに、4団体（商店街
づくりや障害者を支援している団体等）が「備前岡
山ええじゃないか2019大誓文払い」に、
「DAGASHIすぽ～つ」の名称で駄菓子の釣り堀
やソフトグライダー選手権を実施。

地域包括ケ
ア推進課

市民協働企
画総務課

５
　
社
福
・
企
業
等
の

参
画
促
進

12
新たな財源を
活用した事業
数

－ 2

・「地域共生社会の実現」を趣旨とした制度の狭間
を支援を行う福祉助成金制度を福祉財団が実施。
・制度の狭間で支援に繋がらないケースへ対応す
るため社協が生活再建・自立支援ファンドを創設。

保健福祉企
画総務課

29


